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 10年ほど前、日本プレスセンターで「しあわせ」をテーマにした新聞広告のコンテスト

入賞作品を見た。目を引いたのは、「ボクのおとうさんは、桃太郎というやつに殺されまし

た。」という子どもの手書き文字、その下方に鬼の子どもが泣いているイラストが描かれた

広告で、タイトルは「めでたし、めでたし？」、下部に小さく「一方的な「めでたし、めで

たし」を生まないために。広げよう、あなたがみている世界。」との記載があった。逆から

の視点で考えさせる発想が抜きんでているなどと高く評価されて最優秀賞を受賞した山﨑

博司氏（博報堂）の作品だった（<https://www.pressnet.or.jp/adarc/adc/2013.html>）。 

審査委員からのコメントに「鬼の子どもにとってはそうなんだ、と読み手の心に小石を

投げるような作品だ」とあった。桃太郎の世界ではしあわせな結末でも、鬼の子どもの世

界では悲劇である。桃太郎は鬼を撃退した「正義」の味方という昔話の「常識」も、鬼の

視点から見ればひっくり返るということである。 

視点を変えると判断は逆転する。正義や常識は絶対的なものではない。この広告を思い

出したのは、某学会で、ある方と名刺交換したことがきっかけだった。当時、ある業界・

市場に対する規制を強化すべきという議論が活性化していた。関係情報や資料に接した限

りでは、当該業界・市場には本質的に問題があるという「正義」「常識」の論調が大勢を占

めていた。その方は、そうした風潮に反し、保護されるべき利益があり規制や差別はおか

しいと主張されていた。私自身も各種資料を客観的に読み込み咀嚼したつもりではいたが、

その方が言葉を選びつつ淡々と持論を語られる姿に、自分の「正義」「常識」が一面的過ぎ

たかもと考え直さざるを得なかった。 

何らかの「被害」が生じ、対応策として規制が検討される時、その被害が悲惨と感じら

れれば感じられるほど、同じ被害が繰り返されないよう、強い規制が求められるように思

う。しかしこの結末は、本当に「めでたし、めでたし」なのか。 

桃太郎の広告は話題になり、教材としても活用された。中学生からは「続・桃太郎」の

ストーリーとして「鬼による反撃があり悲劇が繰り返される」、「鬼に農業を教えれば村を

荒らしに来ないので、農具を鬼が島に持っていく」などの物語が出されたという（<https:// 

www.advertimes.com/20180214/article265783/>）。桃太郎の成敗は鬼から見れば攻撃で、

反撃を招き、悲劇が繰り返される。根本的な解決を求めるのなら、その問題だけに注目す

るのではなく、視点を変え、一歩引いて鬼が襲う動機を考え、その原因を解消する策を探

すべきだとの切り口には脱帽した。これなら双方にとって「めでたし、めでたし」となる。 

「正義」「常識」の対立はしばしば現実化する。そのときは議論を通じお互いに納得でき

る妥協点を、視点を変えつつ探し求める。それこそが、国民の負託を受けた議論の府、国

会の最大の使命ではないか。その一助となれれば、調査員としては望外の喜びである。 

桃太郎の「正義」 
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１．物価高対策や成長分野への投資が盛り込まれた経済対策 
 岸田首相は令和５年９月26日に物価高対策や国内投資を促進する経済対策の策定を指示

し、それを受け11月２日に「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（以下「経済対策」と

いう。）が閣議決定された。政府は、現下の経済状況を「コストカット型経済」からの変革

を果たすチャンスと捉え、長引く物価高騰を乗り越えるための「国民への還元」と、ＧＤ

Ｐギャップの縮小を踏まえた「供給力の強化」を経済対策の「車の両輪」としている。 

 

図表１ 「デフレ完全脱却のための総合経済対策」の事業規模等 

 

経済対策は物価高対策や成長力の強化・高度化に資する国内投資の促進など５つの柱か

ら構成され、財政支出が21.8兆円程度、事業規模が37.4兆円程度となった（図表１）。 

特に注目されるのは、納税者と扶養家族（配偶者を含む）１人につき４万円の定額減税

及び住民税非課税世帯への７万円の追加給付等の物価高対策や、半導体を始めとする経済

安全保障上重要な分野への支援である。政府は、経済対策が実質ＧＤＰを19兆円（年率1.2％）

程度押し上げるほか、燃料油、電気･ガス料金の激変緩和措置により消費者物価（総合）を

前年比1.0％ポイント程度押し下げる1と見込んでいる。 

 
1 令和６年１月から４月の消費者物価（総合）の前年同月比。 

いわゆる真水 

財政投融資　0.9兆円程度

令和５年度補正予算
0.9兆円 ３兆円台半ば

特別会計

1.2兆円

所得税・個人住民税
の定額減税

既定経費
3.6兆円程度

国費　18.0兆円程度

国・地方の歳出　20.9兆円程度

地方の歳出
2.9兆円程度

令和５年度補正予算　14.3兆円

一般会計

13.1兆円（注２）

国・地方の歳出 財政投融資

6.3兆円程度 6.3兆円程度 ― 12.8兆円程度

3.0兆円程度 3.0兆円程度 ― 9.1兆円程度

4.7兆円程度 4.5兆円程度 0.2兆円程度 7.5兆円程度

1.6兆円程度 1.6兆円程度 0.0兆円程度 1.7兆円程度

6.1兆円程度 5.4兆円程度 0.7兆円程度 6.3兆円程度

21.8兆円程度 20.9兆円程度 0.9兆円程度 37.4兆円程度

Ⅳ．人口減少を乗り越え、変化を力にする社
　会変革を起動・推進する

経済対策の柱

合計

事業規模財政支出

Ⅰ．物価高から国民生活を守る

Ⅱ．地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃
　上げ、所得向上と地方の成長を実現する

Ⅲ．成長力の強化・高度化に資する国内投資
　を促進する

Ⅴ．国土強靱化、防災・減災など国民の安
　全・安心を確保する

（注）１．計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。   

２．定額減税による「還元策」及びその関連経費を合わせると17兆円台前半程度と見込まれる。 

（出所）「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年11月２日閣議決定）等より作成 
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２．公債金に財源を依存する補正予算 

（１）補正予算のフレーム 

 経済対策を受けて令和５年11月10日に閣議決定された令和５年度補正予算は、歳出追加

額16兆7,090億円、予備費等の既定経費の減額により修正減少額３兆5,098億円となり、補

正額は13兆1,992億円となった（図表２）。これにより令和５年度一般会計予算総額は、127

兆5,804億円となった。本補正予算は、衆・参予算委員会での審議を経て、同月29日に可決・

成立した。 

 

図表２ 令和５年度一般会計補正予算（第１号）のフレーム 

 

（２）歳出の概要 

令和５年度補正予算には、物価高対策として、住民税非課税世帯への７万円の追加給付

に係る経費が１兆592億円、電気・ガス価格激変緩和対策事業の延長に係る経費が6,416億

円、燃料油価格激変緩和対策事業の延長に係る経費が1,532億円計上された2。 

また、成長力の強化・高度化に資する国内投資促進に係る経費としては、先端半導体の

国内生産拠点の確保に6,322億円が計上されるなど、半導体関連の基金へ多額の経費が計

上された。半導体関連支援策は、特別会計分及び既存基金の活用と合わせて２兆円規模と

なる。さらに、経済安全保障上重要な分野への支援として、蓄電池の製造サプライチェー

ン強靱化支援事業に2,658億円等が計上された。また、研究開発分野への投資促進のため、

将来の産業・社会の在り方を変革し得る研究を支援するムーンショット型研究開発制度に

2,144億円が計上されたほか、宇宙戦略基金に3,000億円が計上された。 

 
2 政府は、電気・ガス価格激変緩和対策事業について、令和６年４月を期限とし、５月は激変緩和の幅を縮小

するとの方針を示している。一方、燃料油価格激変緩和事業については、同年４月を期限としつつ、補助率

の縮小の判断において「出口を見据えられる状況になった場合」との留保を付している。 

（注）「新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費」は、その使途を変更し、「原油価格・

物価高騰対策及び賃上げ促進環境整備対応予備費」へと見直す。 

（出所）財務省資料より作成 

歳　　　出 歳　　　入

１．物価高から国民生活を守る ２兆7,363億円 １．税収 1,710億円

２．地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、 １兆3,303億円
　　所得向上と地方の成長を実現する

３．成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する ３兆4,375億円 ２．税外収入 7,621億円

４．人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を １兆3,403億円 　（１）防衛力強化のための対応 2,222億円

　　起動・推進する 　（２）その他 5,399億円

５．国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を ４兆2,827億円
　　確保する

　小　計　（経済対策関係経費） 13兆1,272億円 ３．前年度剰余金受入 ３兆3,911億円

６．その他の経費 １兆4,851億円
　（１）防衛力強化資金へ繰入 １兆390億円
　（２）その他 4,460億円 ４．公債金 ８兆8,750億円

７．国債整理基金特別会計へ繰入 １兆3,147億円 　（１）建設公債 ２兆5,100億円

８．地方交付税交付金 7,820億円 　（２）特例公債 ６兆3,650億円

９．既定経費の減額 ▲３兆5,098億円
　（１）新型コロナウイルス感染症及び ▲２兆円
　　　　原油価格・物価高騰対策予備費（注）
　（２）ウクライナ情勢経済緊急対応予備費 ▲5,000億円
　（３）その他 ▲１兆98億円

合　　　計 13兆1,992億円 合　　　計 13兆1,992億円
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このほか、国土強靱化に関係する経費として１兆9,496億円、自治体情報システムの標準

化・共通化に5,163億円、介護職の賃上げ等に関する経費に581億円などが計上された。 

 

（３）歳入の概要 

 税収は、令和５年度当初予算編成時の見通し（69兆4,400億円）から相続税等が増加し、

1,710億円の増収を見込む。補正後の税収は、４年度決算（71兆1,374億円）を1.5兆円程度

下回るものの、補正後予算としては過去最高の69兆6,110億円を見込む。このほか、４年度

決算剰余金受入（３兆3,911億円）、税外収入（7,621億円）が計上されたものの、不足する

財源を補うため公債金（８兆8,750億円（うち、建設公債２兆5,100億円、特例公債６兆3,650

億円））が追加計上され、５年度の新規国債発行額は44兆4,980億円となった。 

 

３．平時に戻らない歳出規模 
政府は令和５年６月に閣議決定した

「経済財政運営と改革の基本方針2023」

において、「歳出構造を平時に戻してい

くとともに、緊急時の財政支出を必要以

上に長期化・恒常化させない」と明記し

た。本補正予算は、これまで財政支出の

主な要因となってきた新型コロナウイ

ルスの感染症法上の扱いが５類に移行

してから最初の補正予算編成となった。 

本格的なコロナ対応に追われた令和

２年度からの３年間と比較すると、本補正予算の規模は確かに縮小している。コロナ禍の

補正予算では病床確保の支援や中小企業等の資金繰り支援といった支出が積み上がり、毎

年計30兆円以上の歳出が追加されてきたが、本補正予算では半分ほどとなった（図表３）。 

一方で、コロナ禍前を平時とすれば歳出規模は依然高水準となっている。令和５年度補

正予算の歳出追加額（16.7兆円）は、平成26年度からコロナ禍前の令和元年度までの補正

予算歳出追加額の平均（4.8兆円）と比べて約3.5倍となっている。 

令和５年度補正予算における歳出総額13兆1,992億円のうち８兆8,750億円は新たな国債

発行で賄うこととなり、一般会計ベースの基礎的財政収支赤字は10兆7,613億円から19兆

2,118億円へ８兆4,506億円悪化した。今後は、日銀の金融緩和政策修正に伴う金利上昇に

より、利払い費の増加が財政を圧迫することも予想される。 

本補正予算においては、大規模な給付や基金の造成等を実施することとしているが、こ

うした歳出拡大に対しては、今後規模に見合った効果が生じたか等の検証が求められる。

また、ＧＤＰ比２倍超の債務残高を抱える中、コロナ後の財政運営の在り方について検討

していくことも求められよう。 

（新藤
しんどう

 裕
ひろ

俊
とし

・予算委員会調査室） 

図表３ 一般会計補正予算における歳出追加額
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（出所）予算書より作成 


